
外国人の在留資格 フローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「技術・人

文知識・

国際業

務」  

「特定活

動（45

号）」、「特

定技能 1

号」など 

「特定技

能 1 号」

「技能実

習」など 

「留学」  「介護」  「特定技

能 1 号」  

「他の資

格を検

討」  

「特定技

能 1 号」

以外の資

格を検討  

「特定技

能 1 号」  

「技能実

習」などか

ら開始を

提案  

「日本人

等の配偶

者」  

「経営・管

理」  

「興行」

「報道」な

ど特定活

動  

「永住者」  条件を満

たすまで

他の資格

で滞在  

該当の資

格を個別

確認  

行政書士たかはし法務事務所  

Q1.日本に入国したい理由は何ですか？  

Q2. 就労の内容は 

Q3.日本又は外国の大学（短大）

卒業または 10 年以上の職歴あり 

NO YES NO YES YES NO 

NO YES 
YES NO 

YES 
NO 

YES 

YES 

YES NO 

NO 

NO 

A.就労  

 

B.留学  

 

C.日本人の

配偶者として

生活したい 

D.永住したい E.その他

（文化活動・

短期滞在

等） 

A.専門職  

（ IT、経理、翻訳、通訳、設計等） 
B. 現場系（介護、農業、建設等） C. 経営

者・起業 
D. 芸能、

スポーツ、

報道等 

Q6. 技能実習経験あり 

Q7. 技能実習 2 号を良好に修了した 

Q8. 特定 14 分野の

うち対象業種  

Q9. 特定技能 1 号

を希望し、日本語・

技能試験に合格済  

Q5. 日本の介護福祉士資格を取得した 

Q10. 永住を希望す

るが、条件を満たし

ている？（在留 10

年以上、納税・素行

良好など）  

Q4.日本の専門学校卒

業者ですか？  

Q4.専門学校

で学んだこと

と職種は関

連しますか 



 

 

「留学」 在留資格フローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「技術・人文

知識・国際

業務」  

「特定技能

1 号」への

変更支援  

「特定技能

1 号」へ変

更可（一部

試験免除）  

技能試験合

格を待って

手続開始  

「変更」また

は帰国  

「留学」   在留資格の

「変更」また

は帰国  

「配偶者ビ

ザ」  

「経営・管

理」  

「特定活動」  該当する在

留資格へ変

更支援  

在留資格喪

失リスクを

説明＋帰国

準備を支援  

行政書士たかはし法務事務所  

Q1.現在、学校に在籍していますか？ 

NO 

NO 

YES 

YES 

NO 

YES NO 

（卒業済も含む）  

Q5 へ 

YES 
NO 

(日本語学校、専門 1 年過程) 

YES 

Q4.在留期間内に就職活

動をしていますか？  

YES 

YES NO 

Q8.就職予定の分野

は、特定技能の対象

14 分野（例：介護・外

食・宿泊・農業・建設な

ど）に該当しますか？  

Q6.卒業後、進学 (大

学・専門学校）を予定

していますか？ 

Q8 へ 

Q11.以下のいずれかに該当しますか？  

A.国際  

結婚して

いる 
B.日本で

起業予定 
C. イ ン タ

ー ン ・ 就

職活動 
D.帰国  

準備中 
E.A～D

に該当し

なし Q2.在籍しているのは、大学・大学院・短大・専門士付与の専門学校ですか？  

Q3.卒業後、日本で就職を希望してますか？  

NO 
Q5.内定先は専門的業種（通訳・ IT・経理等）内容ですか？  

Q7.「学んだ内容」

と「就職先の業務

内容」は関連性が

ありますか？  

NO 

YES 

Q9.技能評価試

験・日本語試験

（N4 以上）に合

格していますか？  

YES 

NO 

Q10.過去に

「技能実習 2

号」を終了し

ていますか？  

YES 



 

 

「外国人雇用」 フローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用可！手続き Go 行政書士 ・社労士等専門

家に相談へ（外国人受入れ

体制の整備アドバイス）  

業務内容の見直しや支援

体制の整備が必要 （育成

計画・支援体制）  

・在留資格によっては資格

外活動許可が必要（週 28

時間以内）  

・ フルタイムでなければ就

労不可の資格もあるため

要確認  

・別の在留資格の「変更 」

を検討が必要  

・採用不可の可能性あり 

・ 「留学」 「家族滞在」等の

場合  

・「変更許可申請」が必要  

（入国前手続） 「在留資格

認定証明書」の申請  

行政書士たかはし法務事務所  

Q1.採用予定の外国人は現在、日本に在留していますか？  

Q2.現在持っている在留資格は就労可能な資格ですか？  

Q3.雇用予定の職種（仕事内容）は、在留資格の範囲内ですか？  

Q4.雇用予定の職種（仕事内容）は、在留資格の範囲内ですか？  

Q5.日本語能力は、業務に支障のないレベルですか？  

Q6.外国人を受け入れる社内体制（雇用管理・労務・生

活支援）は整っていますか？  

NO YES 

NO YES 

NO 

NO YES 

YES NO 

YES 

YES NO 



 

 

「技能実習生」 フローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

職場での技能実習が

スタート 

指定施設で生活指

導・日本語教育などを

受講  

必要書類を整えて入

管へ申請  

監理団体と協力して

作成・申請が必要  

送出し機関を通じて

候補者と面接を実施  

指導員の配置・体制

整備が必要  

技能実習では受入不

可。他の制度（特定技

能 1 号など）を検討。 

加入が必要。実習職

種に対応している団

体を選定  

制度説明・監理団体

に相談、内容を確認し

てから進める 

行政書士たかはし法務事務所  

Q1.外国人技能実習制度を正しく理解していますか？  

Q2.監理団体（組合）に加入していますか？ 

NO 

NO 

NO YES 

NO YES 

NO 

NO YES 

YES NO 

YES 

YES NO 

Q6.技能実習計画を作成し、外国人技能実習機構に認定申請しましたか？ 

Q3.受入れ希望職種は技能実習の対象職種ですか？ 

Q4.社内に実習指導できる人材の体制はありますか？  

Q5.外国人との面接（現地  or オンライン）を実施しましたか？  

Q7.在留資格認定証明書の交付申請を入管に提出しましたか？  

Q8.入国後講習（1 か月）を終了しましたか？  

YES 

YES 



 

 

「特定技能 1号」 フローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用開始・支援開始  雇用不可  

(不許可理由の確認）  

入国できない・変更でき

ない（状況整理を）  

雇用不可  

（まず試験合格が必要）  

登録支援機関と契約し

支援を委託  

登録支援機関に委託を

検討  

雇用不可  

（まずは整備体制を）  

雇用不可  

（特定技能対象外）  

 

行政書士たかはし法務事務所  

Q1.雇用予定の職種は「特定技能 14 分野」に該当するか？  

Q2.受入れ企業は、法令遵守・社会保険加入・労働条件明示の基準を満たしているか？  

NO 

NO NO YES 

NO YES 

（試験免除）  

NO 

NO YES 

YES NO 

YES 

YES NO 

Q7.外国人は日本国内または海外で「在留資格認定証明

書交付申請」や「変更申請」ができるか？  

Q3.受入れ企業は「受入れ計画」を作成し、適切な支援体制を準備できるか？  

Q4.登録支援機関を利用せず、企業単独で支援を行うか？  

Q5.雇用予定の外国人は「技能実習 2 号を良好に終了」しているか？ 

Q8.在留資格「特定技能 1 号」は許可されたか？  

Q6.分野別の「技能試験」及び「日

本語試験」の合格しましたか？ 

YES 

YES 



 

 

「技術・人文知識・国際業務」 フローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用不可  

（技人国では不可）  

変更申請へ 変更不可（例：学歴・

経験が不十分）➡進

学、職務内容見直し 

招聘・入国・就労可能  書類や条件を再確認  雇用不可  

（報酬要件違反、体制

整備が必要）  

雇用不可  

（関連性が必要）  

雇用不可  

（在留資格の要件を

満たさない）  

雇用不可  

(単純労働や現業職は

不可）  

行政書士たかはし法務事務所  

Q1. 雇用予定の職種は、「技人国（ホワイトカラー）」のいずれかに該当するか？ 

Q2.単純労働に該当する業務を行わせる予定はあるか？（清掃、工場ライン作業、接客など）？ 

YES NO NO 

NO 

YES 

YES 

YES 

NO YES 

NO 

NO YES 

NO 

YES 

YES 

NO 

Q7.企業側は社会保険加入・労務管理など法令遵守体制が整っているか？  

Q3.雇用予定の外国人は、大卒または専門士（職業訓練を含む）・高度専門士以上の学歴を持っているか？ 

Q4.学歴（専攻）と職務内容は関連しているか？ 

Q6.日本人と同等以上の報酬を払うか？ 

Q5.学歴がない場合、関

連分野での実務経験が

10 年以上あるか？  NO 

Q6 へ 

Q8.外国人が日本国内在住の場合、在

留資格変更の条件（学歴 or 実務経験）

を満たしているか？  

YES 

Q9.外国人が海外在住の場合、在留

資格認証証明書を申請できるか？  



 

 

「特定活動」（教育機関） フローチャート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請へ 証明できないと許可され

にくい（親族支援などを検

討）  

原則不可（学校と連携し、

推薦状の取得を）  

他の在留資格または帰国

を検討➡内定による「技人

国」 「特定技能」 「技能」な

ど、日本人の配偶者等、留

学、短期滞在など 

「 技 人 国 」 等 へ変 更申請

（このフローで完結）  

帰国または他の在留資格

（例 ：留学継続や結婚）を

検討➡短期滞在、留学、家

族滞在、日本人の配偶者

など 

「特定活動（就職活動）」な

どは原則不可（他の在留資

格を検討）➡留学（継続）、

短期滞在、技能実習、特定

技能 1 号など 

行政書士たかはし法務事務所  

 

Q1.外国人は日本の大学・大学院・短大・専門学校を卒業または修了したか？  

Q2.卒業後の進路が未定だが、日本で就職活動を継続したい意思があるか？  

Q3.すでに内定をもらっており、就労系ビザ（技人国など）への変更申請予定があるか？  

Q4.就職活動中のため、「特定活動（就職活動）」への在留資格変更を希望するか？  

Q5.申請時点で、学校から推薦状（活動計画書）をもらえるか？ 

Q6.日本国内での滞在費用（生活費）を証明できるか？

（銀行残高、送金証明など）  

NO YES 

NO YES 

NO 

NO YES 

YES NO 

YES 

YES NO 


